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LIST OF SERVICES OVERVIEW OF SERVICES

「電源地域」

「電源地域」の活性化のための
支援事業

各種支援事業の活用

各種支援事業の提供

～持続的な発展～

「電源地域」の活性化
相談事業

本財団が蓄積してきた情報等を活用し、
電源地域が直面する課題に対して課題
整理・情報・知見・ノウハウの提供を行い
ます。

専門家派遣事業

課題解決に向けて、専門家を現地に派遣
し、ワークショップや研修会等、電源地域
のニーズにあった形で必要なアドバイス
を実施いたします。

研修事業

電源地域の振興を担う人材の
育成を目的に、年間６本程度
の実戦形式でのワークショップ
研修や海外研修を企画いたし
ます。

補助金関係事業

本事業は、道府県の公募
等により、実施させていた
だいている事業です。本補
助金を通じて地域の発展
に寄与しています。

企業誘致支援事業

電源地域の企業誘致情報
を全国の企業へ広く発信す
るとともに、企業立地意向・
ニーズ等優良な初期情報を
入手いたします。

広報事業

地域振興優良事例などの情
報を提供いたします。また、
各種専門家による寄稿を通
して、地域振興における最
新情報の提供を行います。

産品支援事業

百貨店や流通事業者等との
商談会や百貨店等での催事
出店支援など、地域の特産品
の開発・改良および販路拡大
支援を行います。

調査・受託事業

電源地域の要望にこたえ、課題
解決、持続的な地域の振興に
寄与すべく、当財団が持つ知
見・ネットワークを活かし、各種
調査を実施いたします。

「電源地域」とは、建設準備中・工事中・運転中の発電所などが所在する市町村とその周辺
の市町村のことです。私たちの暮らしを支える電気はこれらの地域でつくられており、いわば
「電気のふるさと」です。

本財団は、上記の事業を中心に、さまざまな電源地域の振興のためのソフト事業を総合的に実施する
ことにより、「電気のふるさと」の地域活性化をお手伝いしております。

「電源地域」
とは？

事業概要

本財団は、電源地域の市町村の皆さまから寄せられるニーズに対し、産業支援、観光推進支援等の
豊富なコンサルティング経験で培った知見やネットワークをもとに、電源地域振興のコンシェルジュ
として、あらゆる側面から総合的に課題解決の支援を行います。

相談事業 専門家派遣事業 研修事業 企業誘致支援事業

産品支援事業 調査・受託事業 補助金関係事業広報事業
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相談事業 専門家派遣
事業

調査・受託
事業

広報事業

特産品開発支援事例

特産品を使ったレシピ
開発から、一次産品
を活用した新たな
特産品開発を実施

特産品に係る開発
ストーリーや生産者の
想いなど、詳細情報
を発信することで、
特産品のＰＲを支援

現地に食のプロを
招聘し、商品の改良
アドバイスを行い、
販路開拓に必要な
「食」を取り巻く環境
について講演

特産品開発、販路拡
大のご相談を受け、
本財団が持つ商品
開発等の情報を提供

Out Come ・開発した産品をテスト販売
・百貨店、流通関係者との商談の場を設定

相談事業 調査・受託
事業

専門家派遣
事業

広報事業

観光振興支援事例

プランの運営状況の
把握、PDCAによる
分析評価、集客イベ
ント、人材育成等の
継続支援、ブラッシュ
アップを実施

イベント情報や歴史・
文化などの情報発信
をすることで、魅力的
な地域情報の発信を
支援

ＩＣＴの導入、観光
マーケティング調査、
体験型ツーリズム
策定、地域資源の
ブランド化等の支援
を実施

本財団が持つ観光
ツーリズムや商業観
光施設立地事例に
ついて、概要等の情
報提供を実施

Out Come 観光情報に加え、特産品情報等を掲載することで、その地域が持つ
魅力を発信し、集客のフォローを実施

相談事業 専門家派遣
事業

研修事業 調査・受託
事業

計画策定支援事例

各種計画策定におけ
る課題発掘、解決法
等の実践的な研修を
実施

情報収集、パートナー
選定を行い、計画策定
の支援を実施、併せて
目的達成のために必要
な体制の構築支援を
実施

課題の顕在化、目的
（ゴール）の設定支援
を実施

各種計画策定の相
談を受け、地域担当
者がお伺いし、各種
ニーズのヒアリング
を実施

Out Come 策定した計画の目標設定に対しての、方向性の確定と、事業推進
体制の構築

産業振興

計画策定

観光振興

特産品開発

相談事業 企業誘致
支援事業

研修事業 調査・受託
事業

企業誘致支援事例

専門家による事例紹
介や法制度等につい
て、講演会等を実施
し、自治体担当者の
スキルアップを図る。

工場用地の適地選定
調査、企業導入の戦
略策定などを実施

合同パンフレットを
作成し、全国企業
アンケート調査（約
10000社）を行い、
回答企業にヒアリング
調査を実施

企業誘致、工業団地
選定等のご相談を受
け、本財団が企業誘
致に係る情報を提供

Out Come 設備の新増設などを検討している企業と、誘致自治体のビジネス
マッチングを推進

事業活 用事例
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最新の専門的情報の取得 お得なパッケージサービス

電源地域が抱える課題は様々…まずはお問合せください！

●原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金（通称：Ｆ補助金） 
●原子力立地給付金

補助金関係事業

●総務企画部
立地審査課 電話：03-6372-7307
 ritti-shinsa@dengen.or.jp
給付金審査課 電話：03-6372-7309
 kyuufukin@dengen.or.jp
総務企画課 電話：03-6372-7311

soumu@dengen.or.jp
経　理　課 電話：03-6372-7302

keiri@dengen.or.jp

●地域振興部
振興業務課 電話：03-6372-7305

（相  談  事  業）shinkou@dengen.or.jp
（産品支援事業）hanbai@dengen.or.jp
（研  修  事  業）kensyuu@dengen.or.jp

振興調査課 電話：03-6372-7306
（専門家派遣事業）senmon@dengen.or.jp
（調査・受託事業）chousa@dengen.or.jp
（企業誘致支援事業）yuuchi@dengen.or.jp

原子力発電施設等の周辺地域

（個人・企業）（企業・個人事業主）
補
助

給
付

（補助金関係事業）

（補助金関係事業）

各種問い合わせ先

北海道・青森県・宮城県・福島県・茨城県・新潟県・石川県・福井県・静岡県・滋賀県・京都府
（Ｆ補助金のみ）・岡山県（原子力立地給付金のみ）・島根県・愛媛県・佐賀県・鹿児島県の原子力
発電関連施設の周辺地域に関する次の２つの補助金の交付に携わっています。

上記の補助金は、原子力発電関連施設の周辺地域に対して 「Ｆ補助金」についてはその地域の企業の立地推進や
雇用の増加、「原子力立地給付金」についてはその地域における電力需要家の振興と福祉の向上等を目的に交付
されるものです。

前出の道府県内の特定市町村にとって
は企業誘致や産業振興、雇用機会の
創出を図る上で、上記の補助金制度が
他の地域にはない大きなインセンティブ
になっており、本財団では補助金関係
事業を通じて地域の発展に寄与してい
ます。

小売電気
事業者

企業の立地推進
雇用機会の拡大
福祉の向上

電 気

原子力立地給付金F補助金
毎年１０月１日に電気の供給を
受けていれば交付（申請不要） 

概ね支払電力料金の４０％を
８年間交付（要申請）

専門家派遣事業
専門家の謝金は本財団にて負担させていた
だき、様々なテーマに対応できるプロフェッ
ショナルを派遣いたします。

研修事業
地域の魅力創造・情報発信など、今求められ
ている地域振興に係る情報を課題解決型
ワークショップを通して、学ぶことができます。

企業誘致支援事業
合同パンフレットの作成、アンケート実施、
ヒアリング実施、企業誘致研修への参加など、
お得なパッケージサービスを提供しております。

産品支援事業
東京都内等にて産品・相談商談会に商品
展示や講演会等を組み入れ、参加事業者様
のニーズに合わせて実施しております。

相談事業

本財団がもつノウハウ等を選任コンサ
ルタントが無料でお伺いし、課題解
決に向けた方向性をご一緒に検討いたし
ます。

広報事業

先進事例のご紹介や特集など、地域情報
を全国約 5000ヶ所に発信いたします。
記事掲載については全て無料で行って
おります。

調査・受託事業

電源地域の要望にこたえ、課題解決、持続的な地域の
振興に寄与すべく、当財団が持つ知見・ネットワーク
を活かし、各種調査を実施いたします。

課題の深堀り、本格的な調査を行うために…
調査受託実施実績（一例）
①総合政策策定支援
②エネルギービジョン策定業務
③企業誘致促進事業
④ワークショッププログラム開発
⑤特産品開発事業
⑥ひと・しごと・まちづくり戦略策定支援業務
⑦再生可能エネルギー導入協議会運営事業
⑧水素社会実現に向けたＦＳ調査
⑨観光ツーリズム策定業務
⑩地域情報発信プラットフォーム構築業務






